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JSG ニュースレター 

<Tax> 

所得税法第 8条等の改正を財政部が通達 

源泉徴収税の還付申請期限を 5年から 10 年に延長 

 

 

クライアント各位 

 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

財政部は 2023 年 10 月 13 日付で台財税字第 11204568350 号、第

11204568351 号および第 11204568352 号通達を公表し、それぞれ「所得税法第 8

条に規定する台湾源泉所得に係る認定原則」第 15 点、2018 年 1 月 2 日付の台財

税字第 10604704390 号通達第 6 点、および「台湾国外営利事業による国境を越え

た電子役務の提供に係る所得税課税作業要点」（中国語：外國營利事業跨境銷

售電子勞務課徵所得稅作業要點）第 10 点を改正し、過納付となっていた源泉徴

収税額の還付申請期間を 5 年から 10 年に延長するとしました。改正内容は、下表の

とおりです。 

改正条項 改正の内容 

所得税法第 8 条 

認定原則 

第 15 点 

（前略）台湾国内に固定営業場所および営業代理人を有し

ない外国営利事業が、本法第 8 条第 3 号に規定する役務報

酬、第 5 号に規定する賃貸料、第 9 号に規定する事業所得、

第 10 号に規定する競技、試合、宝くじ等によって得た賞金また

は給与、または第11号に規定するその他の収益を有する場合、

源泉徴収義務者は、支払時に、その支払額について、規定の

源泉徴収率により源泉徴収しなければならない。ただし、当該
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外国営利事業は収入を得た日から起算して 10 年以内に、台

湾国内の個人または固定営業場所を有する営利事業を代理

人とし、源泉徴収義務者の所轄徴税機関に対し、上述の収入

にかかる関連原価、費用を控除し、所得額を再計算するよう申

請することができる。徴税機関は、当該外国営利事業が提示し

た関連の帳簿、文書または当該営利事業が委託した会計士の

監査報告書により、事実に基づきその所得額を計算し、過納税

額を還付することができる。（後略） 

台財税字第

10604704390 号

通達第 6 点 

（前略）2017 年度以降、外国営利事業による国境を越えた

電子役務の提供について、すでに源泉徴収された税額と、第 3

点から前点の規定により、徴税機関が査定した実際の所得額

または純利益率、国内利益貢献度、または支払代行比率に基

づき計算した源泉徴収すべき税額が異なり、源泉税額の過納

付が生じている場合、収入を得た日から起算して 10年以内に、

自らまたは代理人に委託し、徴税機関に対し還付を申請するこ

とができる。（後略） 

「台湾国外営利事

業による国境を越え

た電子役務の提供

に係る所得税課税

作業要点」第 10 点 

（前略）2017 年度以降、外国営利事業による国境を越えた

電子役務について、すでに控除された源泉徴収税額と第 4 点お

よび第 6 点に規定する徴税機関によって査定された実際の所得

額または純利益率、国内利益貢献度、または支払代行比率で

計算した源泉徴収すべき税額が異なり、源泉税額の過納付が

生じている場合、収入を得た日から起算して 10 年以内に、源

泉徴収義務者の所轄国税局ごとに、それぞれまとめて、自らまた

は代理人に委託して管轄徴税機関に申請することができる。ま

た、管轄徴税機関は各当該管轄国税局に転送し、管轄国税

局が還付にかかる手続を行う。（後略） 

 

勤業衆信の見解 

1. 今般の改正は、申請期間を外国営利事業が収入を得た日から起算して 10 年

とするものです。これは、2023 年 5 月 22 日付で改正された行政手続法（中国

語：行政程序法）第 131 条第一項にある「公法上の請求権は、請求権を行

使する者が政府機関の場合、法律で別段の定めがある場合を除き、5 年間行

使しなければ消滅し、請求権を行使する者が納税義務者の場合、法律に別段

の定めがある場合を除き、10年間行使しなければ消滅する」という改正規定を適

用するものです。このため、外国営利事業は、適用対象の報酬を取得後 10 年

以内であれば、関連規定の適用を申請し、過納税額の還付を受けることができ

ます。 

 

2. 今般の改正条文は、2023 年 10 月 13 日から発効します。発効日において、取

得後 5 年以内の適用対象報酬がある外国営利事業は、新規定を適用し、将

来において過去 10 年以内に過納税額の還付申請を行うことが可能です。発行

日において 5 年の期間が満了している場合は、改正前の規定が適用されます。  
 

 
 



 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

財政部修正所得稅法第八條等溢繳之扣繳稅款申請

退稅期限由 5 年改為 10 年 

 

 

財政部於 112 年 10 月 13 日發布台財稅字第 11204568350 號、第

11204568351 號及第 11204568352 號函令，分別修正「所得稅法第

八條規定中華民國來源所得認定原則」第十五點、107 年 1 月 2 日台財稅

字第 10604704390 號令第 6 點，以及「外國營利事業跨境銷售電子勞務課

徵所得稅作業要點」第十點，將溢繳之扣繳稅款申請退稅期限由 5 年改為

10 年，修正內容臚列如下： 

修正法條 修訂內容 

所得稅法第八

條第十五點 

……在中華民國境內無固定營業場所及營業代理人之外國

營利事業，其有本法第八條第三款規定之勞務報酬、第五

款規定之租賃所得、第九款規定之營業利潤、第十款規定

之競技、競賽、機會中獎之獎金或給與或第十一款規定之

其他收益者，應由扣繳義務人於給付時按給付額依規定之

扣繳率扣繳稅款。惟該外國營利事業得自取得收入之日起

算十年內，委託中華民國境內之個人或有固定營業場所之

營利事業為代理人，向扣繳義務人所在地之稽徵機關申請

減除上開收入之相關成本、費用，重行計算所得額。稽徵

機關可依據該外國營利事業提示之相關帳簿、文據或其委

https://gazette.nat.gov.tw/EG_FileManager/eguploadpub/eg029193/ch04/type2/gov30/num6/Eg.pdf
https://gazette.nat.gov.tw/EG_FileManager/eguploadpub/eg029193/ch04/type2/gov30/num7/Eg.pdf
https://gazette.nat.gov.tw/EG_FileManager/eguploadpub/eg029193/ch04/type2/gov30/num8/Eg.pdf
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html


託會計師之查核簽證報告，核實計算其所得額，並退還溢

繳之扣繳稅款。…… 

台財稅字第

10604704390

號令第 6 點 

……自 106 年度起，外國營利事業跨境銷售電子勞務已被

扣繳之稅款與依第 3 點至前點規定經稽徵機關核定之實際

所得額或淨利率、境內利潤貢獻程度或轉付比率計算之應

扣繳稅款不同，致有溢繳之扣繳稅款者，得自取得收入之

日起算 10 年內，自行或委託代理人，向稽徵機關申請退

還。…… 

「外國營利事

業跨境銷售電

子勞務課徵所

得稅作業要

點」第十點 

……自一百零六年度起，外國營利事業跨境銷售電子勞務

已被扣繳之稅款與依第四點及第六點規定經稽徵機關核定

之實際所得額或淨利率、境內利潤貢獻程度或轉付比率計

算之應扣繳稅款不同，致有溢繳之扣繳稅款者，得自取得

收入之日起算十年內，按扣繳義務人所在地之轄區國稅局

分別彙總自行或委託代理人向應受理稽徵機關申請，並由

應受理稽徵機關轉由各該轄區國稅局辦理退還溢扣繳稅

款。…… 

 

勤業眾信觀點 

1. 本次修正申請期限為外國營利事業取得收入日起算 10 年，係適用

102 年 5 月 22 日行政程序法第 131 條第 1 項修正規定「公法上之

請求權，於請求權人為行政機關時，除法律另有規定外，因 5 年間

不行使而消滅；於請求權人為人民時，除法律另有規定外，因 10 年

間不行使而消滅。」因此，外國營利事業取得適用報酬未逾 10 年

者，可提出申請適用，並退還溢繳稅款。 

2. 本次修正法規於 112 年 10 月 13 日生效，謹提醒營利事業，生效時

外國營利事業取得適用報酬尚未逾 5 年者，可適用新規定，於 10 年

內申請退還溢繳稅額；已逾期者，仍適用修正生效前之規定。 
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